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１．はじめに 

 
近年の大都市では，交通施設整備が新たな交通需要

を誘発し，結局混雑緩和にはつながらないという現象が

生じている可能性がある． 
 現在各省庁において整備されている費用便益分析マニ

ュアルで採用されている便益評価手法は，ファーストベ

ストの経済を仮定し，交通市場における一般均衡需要曲

線に基づく消費者余剰で交通施設整備の便益を計測する．

したがって，交通施設整備後に交通所要時間が上昇する

先の例，すなわち「誘発交通による混雑悪化」が生じる

場合，現在の費用便益分析マニュアルを用いると，交通

施設整備の便益は負であるという分析結果が得られる．

このような結果は正しいのであろうか？ 
 一方，関連する議論として既存集積地への交通施設整

備がかえって効用水準を低下させる「公共投資のパラド

ックス」（例えば上田ほか(1992)1)，小池(1999)2)）があ

る．このような効用水準の低下現象は，誘発交通による

混雑悪化に付随して発生すると考えられる． 
 そこで本研究では，Kono et al.3)の２都市の一般均衡

モデルに直接効用関数，集積の経済を表す関数，交通所

要時間関数等の関数の特定化とパラメータの設定を行い，

いくつかの条件設定で数値シミュレーションを行うこと

で，どのような状況において「誘発交通による混雑悪

化」および「公共投資のパラドックス」が発生するかを

分析する．さらに，そのような状況での交通施設整備の

便益の交通市場における消費者余剰との違い，および項

目別の便益を比較することにより，誘発交通による混雑

悪化や公共投資のパラドックスが発生するメカニズムに

ついて考察し，集積の経済や人口移動が存在するもとで

の便益評価手法，および都市整備についての提言を行う． 
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２．モデル 

 

（１）定式化 

 本モデルには，主体として都市１，２にそれぞれ消費

者および企業が存在する．また，都市１，２にはそれぞ

れ交通施設が存在する．なお，都市間の人口移動が存在

する一方，都市間の通勤は認めない．ただし，合成財の

移出移入は存在する．また，都市１，２で発生する地代

収入は，それぞれ都市１，２の消費者に分配されるもの

とする．以下，サブスクリプト は消費者，サブスクリ

プト

c
f は企業，サブスクリプトi は都市番号を表す． 

消費者 

 消費者は，所得制約式(2)および時間制約式(3)のもと

で式(1)で表される効用を最大化する．直接効用関数

( )u ⋅ は，式(1)で表されるコブ・ダグラス型効用関数を

用いる． 
 ( )

, ,ci ci cix t l , ,
max , , ,

ci
ci ci cih L

u x t l h x t l h
ci

ci ci ci ci ci
α β γ δ=  (1) 

 s.t. ci i ci i ci ix r h w L K+ = +  (2) 

( ) i ci ci ct t L lτ i ci+ + + = Ω  (3) 
ただし， ( )u ⋅ ：直接効用関数(α , β , γ ,δ ：パラメー

タ)， cix ：合成財需要量(合成財の価格は1)， ：交通

需要量， ：余暇時間， ：敷地面積， ：労働時

間， ：地価， ：賃金率，

cit

cil cih ciL

ir iw iK ：財産所得， iτ ：交通

所要時間， cit ：通勤・通学など義務的な交通を表すパ

ラメータ(固定)，Ω ：利用可能時間(固定)とする．  
 なお，財産所得は式(4)を満たす．また，全人口は式

(5)を満たし固定されている． 
 

i i i iN K r H=   (4) ( 1,2i = )
 

1 2N N N+ =  (5) 
ただし， ：都市人口，iN iH ：都市面積(固定)，N :全
人口(固定)とする． 
企業 

 企業は，生産関数を表す式(7)と交通に関する技術制

約式(8)，(9)のもとで式(6)で表される利潤を最大化する．

生産関数は，集積の経済を表す関数 ( ) P
i ia N aN α= と，

生産関数の一部を表す ( )fi fif Q bQ=
max

によって表される．  
 

, , ,fi fi fi fi
fi fi i fiX L Q t

 (6) X w Lπ = −

( )( ) s.t. P
fi i fi i fia N f Q aN bQα= = ⋅  (7) X



 
fi fi iQ L t fiτ= −  (8) 

 
fi fi fit t X=  (9) 

ただし， fiπ ：企業利潤， fiX ：合成財生産量，

( )ia N ：集積の経済を表す関数( a , Pα ：パラメータ)，

fiQ ：生産に従事できる純労働時間， ( )fif Q ：生産関

数の一部(b ：パラメータ)， fiL ：労働需要時間， fit ：

業務交通量， fit ：業務交通量の合成財生産量に対する

比率(固定)とする．  
市場均衡 

 以上の消費者および企業の行動において，以下の市場

均衡を表す式が成り立つ．  
合成財：  (10) 

1 2 2 1ci c f fN x N x X X+ = + 2

労働：  i ci fiN L L= ( )1,2i =  (11) 
敷地： 

i ci iN h H=  ( )1,2i =  (12) 
効用：  (13) 1v v= 2

)

ただし， , ：各都市で達成される効用水準とする． 1v 2v
交通市場 

 交通市場において，以下の式が成り立つ．交通所要時

間関数 ( ,i ig T s は式(15)で表されるBPR関数を用いる． 
需要側： ( )i ci ci fi iN t t t T+ + =  ( )1,2i =   (14) 

供給側： ( ), 1
T

i
i i i T
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T
g T s
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ただし， ：全交通量，iT ( ,i ig T s ：交通所要時間関数

(τ , Tα , Tβ ：パラメータ)， is ：交通施設量とする．  

 

（２）便益計測 

 本モデルにおける便益計測式は式(16)で表される．  

 * * *( ( ) )i
i ci i ci ci i i ci i

i i

dA
dB N x A t t d r h dN

A
τ

⎡ ⎤
= − + −⎢ ⎥

⎣
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ただし， ( ) ( ), 1P P
i i i i i i fiA N aN b aN b tα ατ = + τ とする．

各項についてみると， *
ci i ix dA A は集積の経済，

( )*
i ci ci iA t t dτ+ は時間節約便益， は人口移動の

財政外部性を表す．本研究では，交通施設整備の費用で

はなく便益に注目するために交通施設整備による土地の

減少を無視する．さらに交通施設整備の費用も無視する． 

*
i ci ir h dN

 
３．数値シミュレーション設定 

  

（１）条件設定 

 本研究では，既存交通施設量 is ，集積の経済を表す

パラメータ Pα および都市面積 iH が交通施設整備の便

益に与える影響に着目した．よって，表－１に示す４種

類の条件で，それぞれ既存交通施設量 is が交通施設整

備の便益に与える影響をみる「既存交通施設量に関する

シミュレーション」および集積の経済を表すパラメータ

Pα が交通施設整備の便益に与える影響をみる「集積の

経済に関するシミュレーション」を行う．  
 

表－１ シミュレーションの条件 

条件 
シミュレーション名 

1H  
2H  交通施設整備

面積同一１ 50000 50000 都市１ 

面積同一２ 50000 50000 都市２ 

面積格差１ 70000 30000 都市１ 

面積格差２ 70000 30000 都市２ 

 
（２）パラメータの設定 

消費者 

 コブ・ダグラス型効用関数のパラメータα , β ,γ ,δ
はH16年 家計調査およびH13年 社会生活基本調査を参

考にして， 0.48α = ， 0.06β = ， 0.38γ = ， 0.08δ =
と設定する．  
企業 

 集積の経済を表す関数のパラメータa , Pα は，a につ

いては 0.2a = と設定する． Pα については，本研究で

は0.15から についてシミュレーションを行う． 0.20
交通市場 

 BPR関数のパラメータτ , Tα , Tβ は，τ については

0.35τ = と設定する． Tα , Tβ の値については多くの研

究（例えば松井・山田 (1998)4)，吉田・原田 (2002)5)が

なされていて， Tα はおよそ から の値を，0.1 2.5 Tβ は

およそ1.0 から の値をとると推定されている．そこ

で，本研究では

5.0
0.5Tα = ， 1.2Tβ = と設定する． 

 その他のパラメータの設定の記述は割愛する． 
 
４．数値シミュレーション結果 

 

（１）都市１，２の面積同一，都市１に交通施設整備の

ケース（面積同一１） 

既存交通施設量に関するシミュレーション 
 1 50000H = ， 2 50000H = と設定し，都市１の既存

交通施設量 1s 以外のパラメータを固定し， 1s を0.5%大

きくする交通施設整備のシミュレーションを行う．ただ

し， 2 100000s = ， 0.2Pα = で固定して 1s を か

ら2 まで変化させる． 
250000

80000
 図－１に都市１，２の合計の便益を示す．横軸は都市

１の既存交通施設量 1s ，縦軸は 1s を0.5%大きくした時

の便益を表す． 
 図－１のグラフは，都市１の既存交通施設量 1s の大

きさにより領域１－①～領域１－④の４つの領域に分け

ることができる．領域１－①では便益の項目別の値をみ

ると，時間節約便益が集積の経済を上回る．領域１－②

では集積の経済が時間節約便益を上回る．ただし，領域



１－①および領域１－②では時間節約便益が正であり，

都市１，２の合計で交通所要時間は上昇しない．領域１

－③では時間節約便益が負となり，都市１，２の合計で

交通所要時間が上昇する．しかし，領域１－③では便益

の計は正であり，公共投資のパラドックスは発生してい

ない．領域１－④では時間節約便益が負であり，都市１，

２の合計で交通所要時間が上昇し，さらに便益の計が負

となり，公共投資のパラドックスが発生している． 
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図－１ 都市１，２の合計の便益 

（面積同一１ 既存交通施設量に関するシミュレーション） 
  

このような現象は，都市１の既存交通施設量 1s が大

きくなり，都市１が一極集中状態になると，集積の経済

による都市１，２の生産性の格差から，都市１に交通施

設整備を行う結果，都市２から都市１へ誘発交通による

混雑悪化が発生する程の激しい人口移動が起こることに

より起こる．誘発交通による混雑悪化により，都市１の

時間節約便益が大きく負となると，公共投資のパラドッ

クスが発生する．これが，誘発交通による混雑悪化や公

共投資のパラドックスが発生するメカニズムである． 
 また，このような現象は，集積の経済に関するシミュ

レーションにおいて集積の経済を表すパラメータ Pα を

大きくしても同様に生じる．以下，全ての条件設定にお

いて，集積の経済に関するシミュレーションでは既存交

通施設量に関するシミュレーションと同じ傾向の現象が

起こる． 
 

（２）都市１，２の面積同一，都市２に交通施設整備の

ケース（面積同一２） 

既存交通施設量に関するシミュレーション 

 1 50000H = ， 2 50000H = と設定し，都市１の既存

交通施設量 1s 以外のパラメータを固定し， 2s を 1s の

0.5%分大きくするシミュレーションを行う．ただし，

，2 100000s = 0.2Pα = で固定して 1s を から

まで変化させる．すなわち，このシミュレーシ

ョンは面積同一１の既存交通施設量に関するシミュレー

ションにおいて都市１に行う分の交通施設整備を，都市

２に行うシミュレーションに相当する． 

250000
280000

 図－２に都市１，２の合計の便益を示す．横軸は都市

１の既存交通施設量 1s ，縦軸は 2s を 1s の0.5%分大きく

した時の便益を表す．ただし，都市１に交通施設整備を

行う場合の便益と比較するために，図－１に示した面積

同一１の既存交通施設量に関するシミュレーションにお

ける都市１，２の合計の便益の計を一点鎖線で再掲する． 
 図－２のグラフは，都市１の既存交通施設量 1s の大

きさにより領域２－①と領域２－②の２つの領域に分け

ることができる．領域２－①では都市２に交通施設整備

を行うよりも，都市１に交通施設整備を行う方が便益の

計が大きい．領域２－②では都市１に交通施設整備を行

うよりも，都市２に交通施設整備を行う方が便益の計が

大きい． 
 領域１－④は，図－１に示した，都市１に交通施設整

備を行うと都市１，２の合計で交通所要時間が上昇し，

さらに公共投資のパラドックスが発生する領域である．

領域１－④では都市１に交通施設整備を行うと便益の計

が負であるものの，都市２に交通施設整備を行うと便益

の計が正であることがわかる．都市２に交通施設整備を

行う場合，図－２に示した全ての領域において時間節約

便益および便益の計は正であり，都市１，２の合計での

交通所要時間の上昇や公共投資のパラドックスは発生し

ていない． 
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図－２ 都市１，２の合計の便益 

（面積同一２ 既存交通施設量に関するシミュレーション） 

 

（３）都市１，２の面積格差，都市１に交通施設整備の

ケース（面積格差１） 

既存交通施設量に関するシミュレーション 

 1 70000H = ， 2 30000H = と設定し，都市１の既存

交通施設量 1s 以外のパラメータを固定し， 1s を0.5%大

きくする交通施設整備のシミュレーションを行う．ただ

し， 2 100000s = ， 0.2Pα = で固定して 1s を6 から

まで変化させる． 
0000

90000
 図－３に都市１，２の合計の便益を示す．横軸は都市



１の既存交通施設量 1s ，縦軸は 1s を0.5%大きくした時

の便益を表す． 
 図－３のグラフは，都市１の既存交通施設量 1s の大

きさにより図－１のグラフのように領域１’－①～領域

１’－④の４つの領域に分けることができる．領域１’－
①では便益の項目別の値をみると，時間節約便益が集積

の経済を上回る．領域１’－②では集積の経済が時間節

約便益を上回る．ただし，領域１’－①および領域１’－
②では時間節約便益が正であり，都市１，２の合計で交

通所要時間は上昇しない．領域１’－③では時間節約便

益が正であり，都市１，２の合計で交通所要時間は上昇

しないものの，便益の計が負となり，公共投資のパラド

ックスが発生している．領域１’－④では時間節約便益

が負となり，都市１，２の合計で交通所要時間が上昇し，

さらに便益の計が負であり，公共投資のパラドックスが

発生している． 
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図－３ 都市１，２の合計の便益 

（面積格差１ 既存交通施設量に関するシミュレーション） 

 
 このように，面積格差の場合は，面積同一の場合より

も都市１の既存交通施設量 1s が小さい領域において，

面積同一の場合とほぼ同じ傾向の現象が起こることがわ

かる． 
 
５．結論 

 

 交通施設量が大きい，都市面積が大きい，集積の経済

が大きい等の原因により一極集中状態になっている都市

では，集積の経済による生産性の格差から交通施設整備

を行う結果激しい人口移動が起こることにより，誘発交

通による混雑悪化および公共投資のパラドックスが発生

しやすい．一方，そのような状態では，ある都市が一極

集中状態になることにより過疎になっている都市では交

通施設整備の便益が大きい．すなわち，本研究の結論は，

東京への一極集中に代表される中央集中型の都市整備で

はなく，「国土の均衡ある発展」という言葉で表される

地方分散型の都市整備を行うことを効率性の観点からも

推奨するものである． 
 また，全てのシミュレーションにおいて時間節約便益，

すなわち現在の費用便益分析マニュアルで計測される便

益と，本研究で用いた２都市の一般均衡モデルにおける

便益の計には乖離があったことなどから，新たな便益評

価手法を整備する必要がある．集積の経済と人口移動が

存在する現実の都市では，ショートカット理論は使うこ

とができず，一般均衡分析を使った便益評価が必要とな

る． 
 本研究では集積の経済を表すパラメータ Pα は0.15 か

ら0.20 についてシミュレーションを行った．この値は，

産業別生産関数を推計したNakamura(1985)6)が，本研究

と同様の集積の経済を表す関数のパラメータとして

から ，文(1997)0.00 0.07 7)が0.0 から と推定して

いることを考慮すると，比較的大きい値であるといえる．

しかし，集積の経済の大きさは人口規模等にも影響を受

けるため，本研究における

1 0.22

Pα の値が比較的大きいから

といって，現実の経済では誘発交通による混雑悪化およ

び公共投資のパラドックスが発生しない，ということは

いえない．また，面積格差１，面積格差２の結果より，

都市面積の格差が大きい場合は誘発交通による混雑悪化

および公共投資のパラドックスがより発生しやすい．す

なわち，都市面積の格差が大きい場合は， Pα が小さく

ても誘発交通による混雑悪化および公共投資のパラドッ

クスは発生する． 
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